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＜平成23年5月10日大阪府戦略本部会議資料：平成23年度福祉部長マニフェスト（案）＞

福祉部長

井手之上 優

福祉部長マニフェスト （案）

私の思い

福祉施策は、子どもや障がい者、高齢者など誰もが身近な地域で自分

らしく安心して暮らせるよう、行政が担うべき役割の中で最も基本となる

ものです。

これまでも、援護を要する方への支援はもとより、個人の自立につなが

る施策の充実に向け、自助・互助・共助・公助のバランスのもと市町村と

の適正な役割分担を図り、幅広い取組を進めてまいりました。

しかしながら、近年、少子高齢化の進行、家族形態の変化、地域コミュ

ニティの希薄化など、福祉分野をとりまく環境が大きな変革期を迎えてお

り、新たな支援を必要とする方々が増加しています。

このような状況の中、私たちは、これまで以上に府民の皆さんのニーズ

に的確に応えられるよう、新たな手法・発想も取り入れ、NPOやボラン

ティア等の府民の皆さんにもご協力いただきながら、平成23年度は、広

域的・専門的な観点から府の支援が求められる以下の課題について、重

点的に施策を推進してまいります。

府民の皆さんの応援、ご協力をよろしくお願いいたします。

【重点課題】

① 子育てを支援します

② 障がい者の「普通の暮らし」を支援します

③ 高齢者の自立した生活を支援します

④ 新たな地域福祉セーフティネットを構築します

⑤ 福祉・介護人材の確保及び質の向上を図ります

資料４－２



＜平成23年5月10日大阪府戦略本部会議資料：平成23年度福祉部長マニフェスト（案）＞

2

福祉部の施策概要

子ども施策

「自立を求める人、援護を要する人」を支援します。

子どもや高齢者や障がい者などの在宅福祉・施設福祉から生きがい・
社会参加の促進まで、社会福祉などの業務を幅広く担当します。

福祉基盤の整備

障がい者施策

○障がい者自立支援制度の円滑な推進

○障がい者就労支援の推進 ⇒ 【重点課題②】

○障がい者施設利用者等の地域移行 ⇒ 【重点課題②】

○福祉作業所や小規模授産施設の新体系移行促進

高齢者施策

○介護保険制度等の円滑な運営による在宅サービスの充実や

生きがい・社会参加の促進 ⇒ 【重点課題③】

○高齢者福祉施設の整備・指導

○地域における子育て支援 ⇒ 【重点課題①】

○援護を要する子どもへの支援 ⇒ 【重点課題①】

○児童虐待の防止 ⇒ 【重点課題①】

○行政の福祉化の推進

○地域福祉の推進 ⇒ 【重点課題④】

○福祉人材の確保 ⇒ 【重点課題⑤】

○生活保護行政の適正な運営

○国民健康保険制度の運営に関する指導・助言

○後期高齢者医療制度の運営に関する指導・助言

○福祉医療費助成制度の円滑な運営に向けた支援 等
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③その取組みにより、何をどのような状態にするのか？

①何を目指すのか、目指すべき方向は？

②その実現に向けて、今年度何をするのか？

【重点課題①】

子育てを支援します

「子育て支援日本一・大阪」を目指します。

■援護を要する子どもと家庭への支援

●「こども・未来プラン後期計画」や「市町村次世代育成支援行動計画（後期計画）」の目標達成に
向け、地域福祉・子育て支援交付金（特別枠を含む）[解説２]の活用により、市町村の新たな事業展
開を支援します。
●保育所入所待機児童の解消に向けた、保育所の計画的な整備や定員増の取組みにより、保育
所への入所を希望する全ての子どもが入所できる環境整備に努める市町村を支援します。
●保育時間の延長、休日・夜間の保育、病気の子どもの保育等、保護者のニーズに応じた多様な
保育サービスを提供できる体制づくりや地域の子育て力の向上に努める市町村を支援します。

■地域における子育て支援

「こども・未来プラン（次世代育成支援行動計画）後期計画[解説１]」に基づき、地域における子育て
支援の推進や援護を要する子どもと家庭への支援の充実など、一人ひとりの子どもを大切にする
施策を展開するとともに、府民の協力を求めながら社会全体で子どもたちの成長を支えていきます。

●障がい児の居場所づくりや保護者の育児と就労の両立等に取り組む市町村を支援します。
●児童養護施設等入所児童の学力向上支援や府立修徳学院における学校教育の実施に向けた取
組の実施など援護を要する子どもへの支援に取り組みます。
●ひとり親家庭が安定的な収入を得て、自立した生活ができるよう、職業能力向上の訓練、効果的
な就業あっせん、就業機会の創出など就業面における支援の充実を図ります。

●保育所入所児童枠の拡大を目指し、保育所定員増加に取り組む市町村を支援：１，０００人分超
（Ｈ20年度から26年度末までに、入所児童枠を約５，０００人分拡大） ※１
●新たに支援学校小学部の児童を放課後児童クラブ[解説３]で受け入れ：２４人（H26年度に、希望
する全ての児童(約１２０人)を受け入れ） ※１
●障がいのない児童と支援学校中学部・高等部生徒との交流事業を実施：府内６ヶ所 ※１
●全ての児童養護施設[解説４]等に新たに入所する小学生全員に対して、入所時から約１年間、
学習習慣定着のための支援を実施：全２７ヶ所 ※２
●ひとり親家庭等の就職の促進・定着を目指し、コールセンタースタッフを養成：９０人
母子家庭高等技能訓練促進費[解説５]の受給者数：５００人 ※１
●児童虐待防止テレビＣＭを近畿府県等と共同で7月下旬から8月及び11月に放映するなど
児童虐待とその通告に対する府民の理解を促進するとともに、「府児童虐待防止市町村支
援チーム」 を設置し、３か年で全市町村（H23年度１５市）の虐待への対応力を強化 ※２
●府立施設を活用した一時保護受け入れ体制を整備し、新たな一時保護所のH25年度中設置に向け
基本的な整備計画の策定と設計を行うとともに、一時保護を委託する民間施設での必要なケアを実施
※２
（アウトプット値について、※１は政令市・中核市除く、※２は政令市のみ除く）

◆「子育てしやすい街だと思う」府民の割合：４０％

「子育て支援日本一・大阪」と感じてもらえる環境づくりに取り組みます。

■児童虐待の防止

●「大阪府子どもを虐待から守る条例」に基づき、効果的な啓発手法を活用し、児童虐待とその通
告に対する府民の理解を促すとともに、府民に身近な市町村を支援し、虐待の早期発見・早期
対応を図り、深刻化を防ぎます。また、虐待通告件数の増加に応じ、子どもの安全を確保する一
時保護機能を強化します。

「子育て支援日本一・大阪」を目指した施策を推進します。
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③その取組みにより、何をどのような状態にするのか？

①何を目指すのか、目指すべき方向は？

②その実現に向けて、今年度何をするのか？

【重点課題②】

障がい者の「普通の暮らし」を支援します

障がい者が地域で普通に暮らせる自立支援社会の実現を目指します。

■福祉施設を利用する障がい者等の一般就労を支援

●施設や病院に入所・入院しておられる方の地域移行[解説７] ・地域での生活継続を支援します。
●住まいの場であるグループホーム等[解説８]や日中活動の場[解説９]の整備を支援します。

■障がい者の地域移行・地域生活を支援

障がい者が入所施設や病院から地域での生活に移行し、安心して暮らすための支援を行うとともに、
自立した生活を送れるよう働くための支援を行います。また、今後１０年を見据えた新たな障がい者
計画を策定するなど、障がい者の地域生活を支援してまいります。

●就労を希望する障がい者に対し個別支援計画策定から企業マッチング、職場定着まで支援します。
●府庁にハートフルオフィス[解説１０]を開設し、障がい者の一般就労[解説１１]へのステップとして活用します。

●第４次大阪府障がい者計画を策定
●府事業による入所施設や病院からの地域移行者数：１００人（H23年度まで累計１，０７５人移行）
「地域相談支援[解説１５] 」を行う相談支援従事者[解説１６]の確保：１５０人
●グループホーム等や日中活動系事業所の整備支援：６００件

●障がい者就労サポート事業[解説１７]による一般就労者数：２００人
●ハートフルオフィスにおける一般就労へ向けた個別支援計画の策定：１５人(雇用数全国最大規模)
●障がい児者入所施設にサービス改善支援員[解説１８]を派遣：１１５施設（全入所施設）×５日（標準）
虐待を受けた障がい児の緊急保護機能のための居室を確保：２室
知的障がい児施設に療育改善支援員[解説１９]を派遣：４施設（全民間知的障がい児施設）
●発達障がい児療育拠点の整備：１２市で児童３６０人受け入れ（府の療育拠点と併せ７２０人受け入れ）

成人期発達障がい者の地域生活に係る相談支援体制を強化：２圏域[解説２０] （H25年度６圏域）
● 障がい児施設に入所している１８歳以上の方の地域移行を促進するため個別支援計画を策定：
３０人 （障がい児施設に入所している１８歳以上の方の3割）
●医療的ケア[解説２１]が必要な重症心身障がい児等の地域生活支援システム[解説２２]整備：４圏域
●盲ろう者通訳・介助者派遣事業の利用時間の拡充
通訳・介助者の確保：養成人数６０人

◆入所施設からの地域移行者目標数（H23年度末累計） ：１，４８６人（H17年度入所者数の２５％）

◆精神障がい者の社会的入院解消目標数（H23年度末累計） ：

１，９０８人（H17年度退院可能患者数）

◆ H23年度1年間に福祉施設からの就労者数を「府内全体で８００人」へ（H16年度２０４人の4倍）

障がい者が地域で普通に暮らせる社会を実現します。

■新たなニーズを踏まえ、きめ細かな支援を充実
●障がい児者に対する虐待防止対策を充実させます。
●発達障がい児の療育拠点[解説１２]の整備と、成人期発達障がい者の相談支援体制を強化します。
●障がい児施設入所者に対する地域移行を支援します。
（移行への意思形成やグループホーム体験利用等）

●在宅の重症心身障がい児（者） [解説１３]に対する医療・福祉の総合的なサービス提供体制を整備します。
●盲ろう者通訳・介助者派遣制度[解説１４]を充実させます。

障がい者の地域生活を総合的に支援し、次期計画につなげます。

■障がい者の地域生活を支援する第４次障がい者計画を策定

●すべての障がい者の地域での自立と社会参加の実現を目指し、障がい者の地域移行及び就労支援など
をより一層推進するため、今後１０年を見据えた新たな障がい者計画[解説６]を策定します。
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③その取組みにより、何をどのような状態にするのか？

①何を目指すのか、目指すべき方向は？

②その実現に向けて、今年度何をするのか？

【重点課題③】

高齢者の自立した生活を支援します

介護が必要となっても、住み慣れた地域で安心して自立した生活を送ることが
できるように、高齢者を地域で支える仕組み（＝地域包括ケアシステム）を
構築します。

■地域包括ケアシステムの構築に向けた具体的な施策計画を策定

■認知症の方など支援が必要な高齢者を支える地域の体制づくり

●地域包括ケアシステムの体制づくりにおいて、特に今後増加が予想され早急な対応が
必要とされる認知症や独居の高齢者を地域で支える体制の構築・充実を図ります。
・地域住民等による日常的な支え合い活動の体制づくりに積極的に取り組む市町村への支援。
（地域福祉・子育て支援交付金(高齢分野)[解説２]や地域支え合い体制づくり事業の活用促進等）
・認知症高齢者を地域で見守り、支えていくための体制づくり。
地域包括支援センター[解説２３]の機能強化
府民に認知症への理解を深めてもらうための認知症サポーター[解説２４]等の養成
府民の幅広い参画による見守りネットワークの構築

介護が必要となっても高齢者が安心して暮らせる地域を実現していきます。

高齢者の生活を地域で支えるため、府と市町村が具体的な計画の策定と着実な体制づく
りを進めます。

●大阪府と市町村が地域包括ケア構築のための取組を重点化した高齢者計画を策定
●認知症や独居など支援が必要な高齢者を支える地域の体制づくり
・認知症サポーター等を全市町村で人口比３％確保（H26年度末） ：約４万人養成
・府民の幅広い参画による認知症徘徊見守りネットワーク[解説２５]の構築支援 ：１０ヶ所
・地域において認知症の人やその家族を支援する関係者の連携等を図る「認知症地域支援
推進員[解説２６] 」の地域包括支援センター等への配置 ：１０市町村

・ＮＰＯやボランティア等による高齢者等の新たな居場所づくりへの支援 ：５０ヶ所
・急病や災害等に備えた医療情報キット[解説２７] ・地域あんしんシステム[解説28]の普及促進

：７０小学校区

◆「安心であたたかい暮らしの大阪になっている」と思う府民の割合：２０％（H23年3月１４．１％）

◆Ｈ25年度に 「地域で安心して暮らすことができる」と感じる高齢者の割合：８０％
（前回(H22)の『高齢者の生活実態と介護サービス等に関する意識調査』（３年に１回実施）では、７５.２％）

●団塊の世代が介護を必要とする超高齢社会を見据え、介護保険サービスに加え、医療や介護予
防・生活支援・住まいなどのサービスを住民相互の支え合いのもと総合的に提供するネットワークを
構築できるよう、今後３年間（平成24～26年度）に重点的に取り組む具体的な施策計画を策定すると
ともに、市町村における計画の策定を支援します。
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①何を目指すのか、目指すべき方向は？

②その実現に向けて、今年度何をするのか？

【重点課題④】

新たな地域福祉セーフティネットを構築します

さまざまな福祉課題を抱える要援護者[解説２９]が、地域で安心して自立した生活を営
むことができるよう、これまでの取組に加え、新たな地域福祉セーフティネットを構
築します。

■新たな地域福祉セーフティネットの構築

●ＣＳＷ[解説３０]の配置事業、日常生活自立支援事業等[解説３１]の地域福祉施策の効果的な
展開について検討し、市町村における地域福祉セーフティネットの充実を支援します。
●判断能力が不十分な要援護者を支える体制を整備します。
・市民後見人[解説３２]の養成とその活動を府域展開するための検討（H23～25年度）。
・日常生活自立支援事業の利用者増を図る事業スキームの検討（H23年度中）。
●関係機関との連携による矯正施設[解説３３]退所者に対する福祉サービスの利用支援等を
実施します。

③その取組みにより、何をどのような状態にするのか？

◆「安心であたたかい暮らしの大阪になっている」と思う府民の割合：２０％（H23年3月１４．１％）

誰もが困ったときに身近なところで支援を受けられる地域社会の実現を目指します。

新たな福祉課題に対応するため、さらなる地域福祉セーフティネットを構築します。

●第２期大阪府地域福祉支援計画の中間まとめ
●平成25年度までの３年間で市民後見人が府域で活動できる仕組みづくり
（モデル事業実施市町村 平成23年度： １市）
●日常生活自立支援事業の利用者数： １，７００人
●地域生活定着支援センター[解説３４]事業により、矯正施設退所者の福祉サービスの利用等を
支援：支援した割合６０％
●いわゆる「無縁社会」への対策について国への提言を実施
●住宅バウチャー制度に関して、夏頃までに府の基本的な考え方を示し、年度内に国への
提案を実施

■いわゆる「無縁社会」への対策の検討

■住宅セーフティネットの構築

●国の「一人ひとりを包摂する社会」特命チームが本年夏に予定している「緊急政策提言」に
対し、府として必要と考える施策・対策が盛り込まれるよう、国に対し提言するとともに、
支援方策のあり方について、市町村等の意見も聞きながら検討します。

●住宅まちづくり部と連携し、新たに立ち上げた庁内検討会議において、住宅セーフティネット
施策を検討します。
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③その取組みにより、何をどのような状態にするのか？

①何を目指すのか、目指すべき方向は？

②その実現に向けて、今年度何をするのか？

【重点課題⑤】

福祉・介護人材の確保及び質の向上を図ります

《目指すべき姿》
○府における福祉･介護従事者：Ｈ21年度から３年間で７,５００人増（現従事者の約１割程度）
※全国目標では３年間で約１０万人増

少子高齢化の進行等に伴い、福祉・介護ニーズが増大・多様化する一方で厳しい
労働条件や福祉・介護分野のマイナスイメージなどから、人材不足が全国的な課
題となっており、これに対応するため、安定した質の高い人材確保を図ります。

■福祉介護のイメージアップを図り、積極的参入・参画を促進する取組みを実施（＊若年層向け）

●介護福祉士等修学資金貸付事業[解説３５]を充実します。
●進路選択学生等支援事業[解説３６]を実施します。

■研修を通じ、多様な人材の参入・参画を促進する取組みを実施
（＊潜在的有資格者の再就業、高齢者・主婦層・障がい者等向け）

■事業者の求人活動及び既従事者のキャリアアップを支援

●潜在的有資格者等養成支援事業[解説３７]を実施します。

●複数事業所連携事業[解説３８]を実施します。
●職場体験事業[解説３９]を推進します。
●福祉・介護人材マッチング支援事業[解説４０]を実施します。
●キャリア形成事業所支援事業[解説４１]を推進します。
●介護雇用プログラム（介護福祉士取得コース） [解説４２]を実施します。

人材の確保及び人材の質の向上を図ります。

府内における福祉・介護従事者の“量と質”の向上を図ります。

●各養成施設定員の１割に貸付：貸付人数約２２０人
●養成施設に専門員を配置し中高生等に対し出前講座の実施や相談・助言を実施
：学校訪問数約３００ヶ所
●未就労の有資格者への再就業支援研修や障がい者の就労支援研修等を実施
府内全域を対象に５種類程度の研修開催：開催回数６０回
●小規模事業所においてネットワークを構成し、共同での求人活動・研修に対する支援
：１ユニット５事業所で約１２０ヶ所
●施設等が福祉に関心を有する方への職場体験を実施：約１，２００人の受入れ
●福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、就職セミナーの開催や施設訪問により、
求人求職者のニーズにあったマッチングを支援：就職セミナー開催（月１回程度）
●養成校等教員派遣による施設での研修実施や研修計画の策定を支援：２９０施設
●離職者等に対し施設等で働きながら、介護福祉士の資格を取得できるよう支援：資格取得者約７０人

◆府内の福祉・介護従事者数：H21年度から３年間で７，５００人増
◆ 「人材確保に効果があったと思う」施設事業者の割合：６０％
◆ 「利用者へのサービスや職員の意識・技術等が向上したと思う」 施設事業者の割合：６０％
◆「職員に話しかけやすく、利用者の意見や相談を聞いてくれるなど今後も施設を利用し続けたい
と思う」利用者の割合：７０％
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【こども・未来プラン（次世代育成支援行動計画）】
社会全体で子どもを生み・育てやすい、そして子ども・青少年が創造性に富み、豊かに成長することができる環境
をつくることを目的に、福祉、保健・医療、教育、雇用など、幅広い分野から子育て家庭を支援するための計画。
平成２１年度に、平成２２年度から２６年度までの５ヵ年を計画期間とする「後期計画」を策定。

解説１

【地域福祉・子育て支援交付金】
地域福祉及び子育て支援施策の向上に資することを目的に、市町村が地域の実情に沿って取り組む事業を支
援及び促進するため、平成２１年度から市町村に交付しているもの。平成２３年度からは新たに、高齢者福祉施策
の向上に資する事業を対象とした高齢分野を創設。

解説２

【放課後児童クラブ】
保護者が労働等により、昼間家庭に居ない小学校に就学している概ね10歳未満の児童に対し、授業の終了後に
児童館や小学校の余裕教室などを利用して、適切な遊び及び生活の場を与え、その健全な育成を図る場所。

解説３

【児童養護施設】
保護者のない児童（乳児を除く）や虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入所させて養護し、あ
わせて退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行うことを目的とする施設。

解説４

【母子家庭高等技能訓練促進費】
母子家庭の母が、就業に結びつきやすい資格(看護師、介護福祉士等)を取得するために養成機関での2年以上
の受講期間中について、母子家庭高等技能訓練促進費等を支給することにより、生活の負担の軽減を図り、資格
取得を容易にすることを目的とする。

解説５

【障がい者計画】
障がい者計画とは、障害者基本法に基づく障がい者のための施策に関する基本的な事項を定める中長期の計
画で、都道府県における障がい者の状況等を踏まえて策定することとされています。

解説６

【地域移行】
障がい者の生活の場所が、単に施設・病院から地域に変わるということではなく、自らが選択した地域で生活す
るために、必要なサービスや資源を利用し、安心した地域生活を送ること。

解説７

【グループホーム等】
グループホーム（共同生活援助）・ケアホーム（共同生活介護）を合わせた総称。グループホームは夜間や休日、
共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援護を行う。
ケアホームは夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴・排せつ・食事の介護等を行う。

解説８

【日中活動の場】
障がい者の方が利用する昼のサービスを提供する事業所をいう。提供されるサービスの内容により「生活介護」
「自立訓練」「就労移行支援」「就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）」「地域活動支援センター」「療養介護」の種類に分けられ
る。

解説９
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【ハートフルオフィス】
大阪府として知的・精神障がい者の非常勤雇用を拡充するにあたり、主に知的障がい者を集中配置するために

新たに設置するもの。全庁から、大量の発送準備や、シュレッダー、簡易なデータ入力などの業務を安定的に確保
し、その業務経験を活かして一般企業等への就労に繋げることを目的に支援を行う。平成２３年度中に15人を配
置予定（全国の自治体で最大規模）。

解説１０

【一般就労】
障がい者の就労形態は、大きく一般就労と福祉的就労に分けられ、そのうちの一般就労は、労働関係法の適用
を受けて企業や事業所で雇用されることをいう。雇用就労ともいわれる。一方、福祉的就労とは、授産施設や福祉
工場、作業所などで働くことをいう。

解説１１

【発達障がい児の療育拠点】
発達障がい児の療育や保護者の相談支援等を行い、児童デイサービスセンター内に設置される発達障がい児
のための療育拠点。

解説１２

【重症心身障がい児】
重度の肢体不自由（身体障害者手帳１級、２級）と重度の知的障害（療育手帳Ａ）とが重複した障がいのある児童。

解説１３

【盲ろう者通訳・介助者派遣事業】
視覚と聴覚に重複して障がいのある盲ろう者に対して、通訳・介助者を派遣し、盲ろう者のコミュニケーション及び
移動等を支援することにより、盲ろう者の自立と社会参加を促進することを目的とした事業のこと。

解説１４

【地域相談支援】
地域移行支援と地域定着支援をあわせた概念で、改正障害者自立支援法により、個別給付化されることとなった

(H24.4.1施行）。 地域移行支援とは、施設や病院に入所等している障がい者に対し、地域における生活に移行す
るための相談等の支援をいい、地域定着支援とは、居宅で一人暮らしの障害者等に対する夜間を含む緊急時に
おける連絡、相談等の支援をいう。

解説１５

【相談支援従事者】
相談支援事業に必要な人員（相談支援専門員）であり、都道府県が実施する相談支援従事者研修を修了してい
ることと一定の実務経験が必要。

解説１６

【大阪府障がい者就労サポート事業】
障がい者の実習・雇用先企業の開拓とあわせ、授産施設等の利用者のうち就労を希望する方について個別の支
援計画を策定し、職場開拓から職場定着に至る一貫した支援を行ことにより、障がい者の就労を促進する。

解説１７
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【サービス改善支援員】
入所施設に第三者として赴き、利用者や若手職員との会話・交流等を行い、施設と一緒に悩み考える中で、施設
自らが気づき、改善に向けて取り組む機運の醸成を促す。利用者の人権の尊重・利用者本位を最優先に考えなが
ら、告発型ではなく対話型の手法により施設を支援する。
また、訪問活動終了後、施設の状況を記録したサービス改善課題整理票の作成・提出を行う。

解説１８

【療育改善支援員】
虐待を受けた障がい児のケアを適切に実施するために、民間の障がい児施設に赴き、ケースカンファレンスでの
助言や、ケース対応の指導・助言、日中活動の内容の充実、虐待対応に関する研修の企画・実施などを行う。

解説１９

【圏域（福祉圏域）】
広域的な福祉サービスの提供体制を整備するため、政令市を除く府内市町村を６つのブロックに分けて設定した
もの。
①豊 能 ：豊中市、池田市、吹田市、箕面市、豊能町、能勢町
②三 島 ：高槻市、茨木市、摂津市、島本町
③北河内：守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四条畷市、交野市
④中河内：八尾市、柏原市、東大阪市
⑤南河内：富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村
⑥泉 州 ：岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、阪南市、忠岡町、熊取町、

田尻町、岬町

解説２０

【医療的ケア】

「本人がより快適で安楽な生活ができる」ために、医師や看護師の指導のもとに、本人あるいは本人に代わって
家族・介護者などが行なう行為。例えば、たんの吸引や経管栄養、導尿、呼吸管理など。

解説２１

【地域生活支援システム】
障がい児者等が、住み慣れた地域社会で安心して自立した生活を送るために必要なホームヘルプサービスや
ショートステイ、デイサービス等の福祉サービスや、相談支援、医療サービス、就労支援など関係機関が連携した
各種サービスの提供体制。

解説２２

【認知症サポーター】
認知症について正しい知識をもち、認知症の人や家族を応援し、だれもが暮らしやすい地域をつくっていくボラン
ティアである。認知症サポーターになるには、各地域で実施している「認知症サポーター養成講座」を受講する必要
があり、受講者にはサポーターの証としてオレンジリングが渡される。

解説２４

【地域包括支援センター】
地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及
び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設。
高齢者が住み慣れた地域で安心して過ごすことができるように、包括的及び継続的な支援を行う地域包括ケアを
実現するための中心的役割を果たすことが期待されている。

解説２３
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【認知症地域支援推進員】
認知症に関して医療機関・介護サービスや地域の支援機関等をつなぐコーディネーターとして市町村に配置され、
介護と医療の連携強化や地域における認知症の方やその家族への支援体制を構築する。

解説２６

【医療情報キット】
高齢者等の要援護者が、万一の救病時に備えるため、自宅に保管しておく緊急時の連絡先やかかりつけ医、持
病などの医療情報や健康保険証番号などの情報を記載した用紙を入れた専用の容器類。

解説２７

【地域あんしんシステム】
市町村の実情に応じて地域における見守り活動を推進するため、社会福祉協議会や地域包括支援センター等に
設置することを予定し、携帯電話等ITを活用し、地図上で一人暮らし等高齢者など要援護者の状況を把握するシ
ステム（要援護者支援に向けた情報収集、情報管理、サービスへのつなぎの流れ）。

(1)地域住民による要援護の高齢者の発見、支援に関する情報を収集（携帯電話等IT機器類を活用）
(2)社会福祉協議会や地域包括支援センター等による情報の一元管理と適切なサービスへのつなぎ

解説２８

【要援護者】
一人暮らし高齢者、障がい者など福祉的な支援を要する方々。

解説２９

【ＣＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー）】
制度の狭間や複数の福祉課題を抱える等、既存の福祉サービスだけでは対応困難な方々からの相談に乗り、必
要なサービスにつなげる等の解決に取り組む福祉の専門職。
平成２１年度末現在、１５９人が市町村社会福祉協議会や高齢者福祉施設等に配置。

解説３０

【日常生活自立支援事業】

認知症高齢者、精神障がい者、知的障がい者等判断能力が不十分な者に対して、日常的な金銭管理サービス

や福祉サービスの利用に関する援助等を行うことにより、地域において自立した生活が送れるよう支援することを

目的とした事業。事業実施主体は都道府県社会福祉協議会とされ（事業の一部を市区町村社会福祉協議会に委

託できる。ただし、政令市は除く。）、その事業費は国、府、市町村が１／３ずつ負担している。

解説３１

【市民後見人】
公的機関による養成研修を経た後に、家庭裁判所から後見人等として選任されている一般市民（親族、専門職
後見人、法人後見人以外）をいう。
成年後見制度のニーズが増加している中、弁護士、司法書士等の専門職後見人の補完をする役割ではなく、地
域福祉の新たな担い手として期待されている。
近年、市民が市民を支える仕組みとして、各地で市民後見人養成の取り組みが進められている。

解説３２

【認知症徘徊見守りネットワーク】
認知症高齢者の増加に伴って、徘徊事案も増加することが予測されるため、徘徊による事故を未然に防止するこ
とを目的とした、幅広く市民が参加する徘徊高齢者の捜索・発券・通報・保護や見守りに関するネットワーク。

解説２５
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【矯正施設】
刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院のこと。

解説３３

【地域生活定着支援センター】
高齢者や障がい者で、福祉的な支援を必要とする矯正施設退所予定者について、退所後、福祉サービス等につ
なぐための準備を保護観察所と協働して進めるなど、矯正施設退所者の社会復帰を支援する役割を担う。

解説３４

【介護福祉士等修学資金貸付事業】
これまでの貸付制度に加え、平成21年度より国の間接補助の枠組みを利用して新たな貸付制度を創設し、大阪
府社会福祉協議会にて実施する。月額５万円の他に入学準備金20万円、就職準備金20万円の貸付を行う。卒業
後１年以内に府内で５年間、介護等の業務に従事した場合は返還免除となる。

解説３５

【進路選択学生等支援事業】
介護福祉士等養成施設に専門員を配置し、中学・高校の生徒や教員等に対し、福祉・介護分野で働くことの魅力
を伝える講座や、進路の相談・助言を行うなど将来の人材確保につなげる事業。

解説３６

【潜在的有資格者等養成支援事業】
福祉の資格を有しながら福祉・介護分野で就労されていない方に対する再就業支援研修、地域住民に対する福
祉・介護分野の魅力を伝える研修、既従事者に対するキャリアアップ研修など、地域密着型の研修を実施し、多様
な人材の福祉・介護分野への参入を促進する。

解説３７

【複数事業所連携事業】
単独では人材の確保・定着に取り組むことが困難な小規模の事業所等がネットワーク（１ユニット５事業所）を形
成し、共同で実施する求人活動や職員研修等を支援する。

解説３８

【職場体験事業】
福祉・介護の仕事に関心を有する方に対し、就職前にあらかじめ福祉・介護の職場を体験する機会を提供するこ
とにより、新たな人材の参入・定着を促進する。

解説３９

【福祉・介護人材マッチング支援事業】
大阪府福祉人材センターにキャリア支援専門員を配置し、求職側には個々の求職者にふさわしい職場紹介を行
い、求人側には働きやすい職場づくりに向けた指導･助言等を行うことにより、安定した福祉･介護人材の確保･定
着を支援する。

解説４０

【キャリア形成事業所支援事業】
介護福祉士等養成施設の教員が個々の事業所のニーズにあった研修計画の策定支援や研修主任の養成及び
講師として施設内研修を行うことにより、職員のキャリアアップや資質の向上を図り、職場定着を支援する。

解説４１

【介護雇用プログラム（介護福祉士取得コース）】事業
緊急雇用創出基金事業を活用して、離職を余儀なくされた失業者を介護施設等で雇用し、介護の補助業務に従
事させながら、介護福祉士養成施設に通学させることで、国家資格である介護福祉士の資格を取得させ、質の高い
安定した人材確保を目的とした事業。

解説４２


